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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期
第３四半期
連結累計期間

第77期
第３四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 128,405 137,113 182,313

経常利益 （百万円） 5,268 5,022 9,081

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 3,311 4,119 6,706

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,458 5,447 6,373

純資産額 （百万円） 79,597 80,493 82,512

総資産額 （百万円） 165,019 175,950 169,205

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 48.10 62.48 97.97

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 42.03 54.15 85.55

自己資本比率 （％） 48.14 45.65 48.67

 

回次
第76期
第３四半期
連結会計期間

第77期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 31.07 35.11

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．第２四半期連結会計期間より、役員に対する業績連動型株式報酬制度を導入しており、当該制度に係る信託

が保有する当社株式を自己株式として処理している。これに伴い、当該制度に係る信託が保有する当社株式

は、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

　なお、主要な関係会社の異動については、次の通りである。

 

　（シャッター関連製品事業）

　当第３四半期連結会計期間において、連結子会社であるBX BUNKA AUSTRALIA PTY LTDが新たに株式を取得したMAX

DOOR SOLUTIONS PTY LTDを連結の範囲に含めている。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種の広がりに伴う経

済活動正常化の兆しが見られたものの、新たな変異株による脅威などの不安要素も否定できず、先行きの見通せな

い状況で推移している。

　また、我が国を取り巻く世界経済についても、ロシアのウクライナ侵攻により顕在化した地政学的リスクの懸念

や原材料価格・エネルギー価格の高騰、為替の変動、インフレ懸念など非常に不安定な状況にある。

　当社グループを取り巻く建設・住宅業界においても、民間設備投資は緩やかながら増加基調にあり、建設需要は

底堅さを維持しているものの、鋼材をはじめとした原材料価格・エネルギー価格の高騰、サプライチェーンの混乱

など、依然として不透明な状況が続いている。

　そのような状況の中、当第３四半期連結累計期間の売上高は、137,113百万円（前年同四半期比6.8％増）とな

り、利益面においても、販売価格の適正化や利益率の向上、コスト削減など当社グループの全部門において利益の

確保に全力で取り組んだ結果、営業利益は5,292百万円（前年同四半期比0.9％増）となった。営業外損益において

は、持分法による投資損失が増加したこと等により、経常利益は5,022百万円（前年同四半期比4.7％減）となった

が、遊休地の売却に伴い特別利益として1,448百万円を計上したこと等により、親会社株主に帰属する四半期純利

益は4,119百万円（前年同四半期比24.4％増）となった。

　セグメントごとの経営成績は次の通りである。

１．シャッター関連製品事業

　大型物流倉庫及び大型商業施設向けの重量シャッター等が堅調に推移した結果、当第３四半期連結累計期間の

売上高は55,057百万円（前年同四半期比8.7％増）となったが、営業利益は4,414百万円（前年同四半期比3.6％

減）となった。

２．建材関連製品事業

　戸建て住宅・集合住宅向け建材関連製品等が堅調に推移した結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は

54,110百万円（前年同四半期比5.6％増）となり、営業利益は863百万円（前年同四半期比30.6％増）となった。

３．サービス事業

　緊急修理対応及び定期保守メンテナンス契約等が堅調に推移した結果、連結子会社文化シヤッターサービス株

式会社を中心に、当第３四半期連結累計期間の売上高は19,162百万円（前年同四半期比6.4％増）となり、営業利

益は2,889百万円（前年同四半期比9.9％増）となった。

４．リフォーム事業

　ビルの改修等を手掛けるリニューアル事業及び住宅用リフォーム事業に注力しており、連結子会社ＢＸゆとり

フォーム株式会社を中心に、当第３四半期連結累計期間の売上高は4,644百万円（前年同四半期比8.6％増）とな

り、営業利益は8百万円（前年同四半期は営業損失126百万円）となった。

５．その他

　社会問題化しているゲリラ豪雨等に対する浸水防止用設備を手掛ける止水事業等が低調に推移した結果、当第

３四半期連結累計期間の売上高は4,138百万円（前年同四半期比2.4％減）となり、営業利益は523百万円（前年同

四半期比2.9％減）となった。

 

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は175,950百万円となり、前連結会計年度末に比べ6,744百万円増加した。

流動資産は106,725百万円となり、6,288百万円増加した。これは、受取手形、売掛金及び契約資産が減少（3,822百

万円）、現金及び預金が減少（3,717百万円）した一方で、商品及び製品が増加（6,399百万円）、流動資産のその

他が増加（2,992百万円）、原材料及び貯蔵品が増加（2,654百万円）、電子記録債権が増加（1,249百万円）したこ

とが主な要因である。固定資産は69,225百万円となり、456百万円増加した。これは、投資有価証券が減少（532百

万円）、土地が減少（203百万円）した一方で、有形固定資産のその他が増加（542百万円）、のれんが増加（509百

万円）したことが主な要因である。
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　当第３四半期連結会計期間末の負債は95,457百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,763百万円増加した。流動

負債は71,170百万円となり、18,550百万円増加した。これは、賞与引当金が減少（1,962百万円）、未払法人税等が

減少（1,163百万円）した一方で、１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債（10,000百万円）を固定負債より

流動負債へ振り替えたこと、流動負債のその他が増加（4,564百万円）、電子記録債務が増加（3,566百万円）、支

払手形及び買掛金が増加（2,478百万円）したことが主な要因である。固定負債は24,287百万円となり、9,786百万

円減少した。これは、転換社債型新株予約権付社債（10,000百万円）を固定負債より流動負債へ振り替えたことが

主な要因である。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は80,493百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,018百万円減少した。こ

れは、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上（4,119百万円）により増加、為替換算調整勘定が増加（1,817百

万円）した一方で、自己株式の取得等により減少（4,706百万円）、配当金の支払い（2,724百万円）により減少し

たことが主な要因である。

 

(2)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はない。

 

(3)経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はな

い。

 

(4)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はない。

 

(5)財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第３四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はない。

 

(6)研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,765百万円である。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 288,000,000

計 288,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 72,196,487 72,196,487
東京証券取引所

プライム市場

　単元株式数

　100株

計 72,196,487 72,196,487 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2023年２月１日からこの四半期報告書提出日までの転換社債型新株予約権付社債

の権利行使により発行された株式数は含まれていない。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 72,196,487 － 15,051 － 9,151

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

 

①【発行済株式】

   2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,554,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 65,608,000 656,080 －

単元未満株式 普通株式 33,687 － －

発行済株式総数  72,196,487 － －

総株主の議決権  － 656,080 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれている。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれている。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社

株式300,000株（議決権の数3,000個）が含まれている。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

文化シヤッター株式会社
東京都文京区西片一

丁目17番３号
6,449,800 － 6,449,800 8.93

文化シヤッター秋田販売

株式会社

秋田県秋田市川尻町

大川反170－３
105,000 － 105,000 0.14

計 － 6,554,800 － 6,554,800 9.07

　（注）１．2022年12月31日現在、当社が所有する当社株式は9,064,100株、文化シヤッター秋田販売株式会社（当社の

持分法非適用関連会社）が所有する当社株式は105,000株である。

２．上記には、役員に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式300,000株を含んでいな

い。

 

２【役員の状況】

　該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,454 32,737

受取手形、売掛金及び契約資産 40,740 36,918

電子記録債権 5,848 7,097

商品及び製品 8,484 14,884

仕掛品 1,318 1,894

原材料及び貯蔵品 4,974 7,629

その他 2,729 5,722

貸倒引当金 △114 △157

流動資産合計 100,437 106,725

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,849 10,827

土地 12,949 12,745

その他（純額） 9,953 10,495

有形固定資産合計 33,752 34,068

無形固定資産   

のれん 4,021 4,531

その他 4,655 4,575

無形固定資産合計 8,677 9,107

投資その他の資産   

投資有価証券 16,111 15,578

退職給付に係る資産 1,713 1,720

その他 8,755 9,007

貸倒引当金 △241 △257

投資その他の資産合計 26,338 26,049

固定資産合計 68,768 69,225

資産合計 169,205 175,950

 

EDINET提出書類

文化シヤッター株式会社(E01413)

四半期報告書

 8/19



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,892 19,370

電子記録債務 16,208 19,775

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 － 10,000

短期借入金 1,504 2,580

未払法人税等 1,767 603

賞与引当金 3,809 1,847

役員賞与引当金 154 114

工事損失引当金 289 320

その他 11,993 16,558

流動負債合計 52,619 71,170

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 10,000 －

長期借入金 － 30

役員退職慰労引当金 253 259

役員株式給付引当金 － 25

退職給付に係る負債 19,113 19,188

資産除去債務 51 52

その他 4,654 4,729

固定負債合計 34,073 24,287

負債合計 86,693 95,457

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,051 15,051

資本剰余金 12,323 12,319

利益剰余金 57,555 58,919

自己株式 △5,157 △9,864

株主資本合計 79,773 76,427

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,975 2,538

土地再評価差額金 △76 △46

為替換算調整勘定 △515 1,302

退職給付に係る調整累計額 197 105

その他の包括利益累計額合計 2,580 3,899

非支配株主持分 158 165

純資産合計 82,512 80,493

負債純資産合計 169,205 175,950
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 128,405 137,113

売上原価 95,014 102,146

売上総利益 33,390 34,966

販売費及び一般管理費 28,145 29,674

営業利益 5,244 5,292

営業外収益   

受取利息 13 14

受取配当金 278 257

受取賃貸料 54 53

為替差益 26 －

その他 273 259

営業外収益合計 647 584

営業外費用   

支払利息 174 168

持分法による投資損失 302 532

その他 146 153

営業外費用合計 623 854

経常利益 5,268 5,022

特別利益   

固定資産売却益 7 1,458

投資有価証券売却益 352 413

特別利益合計 360 1,872

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 13 109

投資有価証券売却損 35 －

特別損失合計 49 109

税金等調整前四半期純利益 5,578 6,785

法人税等 2,251 2,657

四半期純利益 3,326 4,127

非支配株主に帰属する四半期純利益 15 8

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,311 4,119
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 3,326 4,127

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △353 △439

為替換算調整勘定 192 1,135

退職給付に係る調整額 △33 △114

持分法適用会社に対する持分相当額 326 737

その他の包括利益合計 131 1,319

四半期包括利益 3,458 5,447

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,443 5,439

非支配株主に係る四半期包括利益 15 8
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第３四半期連結会計期間より、連結子会社であるBX BUNKA AUSTRALIA PTY LTDが新たに株式を取得したMAX

DOOR SOLUTIONS PTY LTDを連結の範囲に含めている。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとした。これによる四半期連結財務諸表への影響はない。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

　当社は、2022年６月21日開催の第76期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（監査等委員である取締役及

び社外取締役を除く。）に対する信託を用いた業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入して

いる。

（１）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という。）が当社株式を取得し、

当社が各取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に付与するポイントの数に相当する数の当

社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される株式報酬制度である。

　なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となる。

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上している。当第３四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額は305百万円、株式数は300

千株である。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形割引高 169百万円 230百万円

受取手形裏書譲渡高 190 172

 

２　電子記録債権割引高及び電子記録債権裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

電子記録債権割引高 67百万円 78百万円

電子記録債権裏書譲渡高 229 272
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３　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったが、満期日に決済が行われたものとして処理している。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、

次の通りである。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 －百万円 583百万円

裏書手形 － 15

支払手形 － 117

電子記録債権 － 297

電子記録債権裏書譲渡高 － 19

電子記録債務 － 36

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

の通りである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 3,002百万円 2,974百万円

のれんの償却額 352 232

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

2021年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,972 27.5 2021年３月31日 2021年６月23日  利益剰余金

2021年11月４日

取締役会
普通株式 1,343 20.0 2021年９月30日 2021年12月１日  利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年５月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式4,518,300株の取得を行った。この取

得等により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が5,000百万円増加し、当第３四半期連結会計

期間末において自己株式が5,157百万円となっている。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日  配当の原資

2022年６月21日

定時株主総会
普通株式 1,343 20.0 2022年３月31日 2022年６月22日  利益剰余金

2022年11月８日

取締役会
普通株式 1,380 21.0 2022年９月30日 2022年12月１日  利益剰余金

（注）2022年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、役員に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託が

保有する当社株式に対する配当金６百万円が含まれている。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年８月４日開催の取締役会決議に基づき、自己株式4,365,500株の取得を行った。この取

得等により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が4,706百万円増加し、当第３四半期連結会計

期間末において自己株式が9,864百万円となっている。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 
シャッター
関連製品
事業

建材関連
製品事業

サービス
事業

リフォーム
事業

計

売上高          

顧客との契
約から生じ
る収益

50,647 51,227 18,012 4,277 124,164 4,240 128,405 － 128,405

その他の収
益

－ － － － － － － － －

外部顧客
への売上高

50,647 51,227 18,012 4,277 124,164 4,240 128,405 － 128,405

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

3,366 22 310 2 3,701 414 4,116 △4,116 －

計 54,013 51,249 18,322 4,280 127,865 4,655 132,521 △4,116 128,405

セグメント
利益又は損失
（△）

4,579 661 2,629 △126 7,742 539 8,281 △3,036 5,244

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、止水事業、太陽光発電システム

事業、不動産賃貸事業、家具製造販売事業、保険代理店事業、建築設計事業等を含んでいる。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△3,036百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△3,034百万円、棚卸資産の調整額△１百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費である。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

 
シャッター
関連製品
事業

建材関連
製品事業

サービス
事業

リフォーム
事業

計

売上高          

顧客との契
約から生じ
る収益

55,057 54,110 19,162 4,644 132,975 4,138 137,113 － 137,113

その他の収
益

－ － － － － － － － －

外部顧客
への売上高

55,057 54,110 19,162 4,644 132,975 4,138 137,113 － 137,113

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

3,798 22 341 6 4,169 645 4,815 △4,815 －

計 58,856 54,133 19,504 4,651 137,145 4,783 141,928 △4,815 137,113

セグメント
利益

4,414 863 2,889 8 8,176 523 8,699 △3,407 5,292

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、止水事業、太陽光発電システム

事業、不動産賃貸事業、家具製造販売事業、保険代理店事業、建築設計事業等を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額△3,407百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,405百万円、

棚卸資産の調整額△２百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

ある。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りである。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

の通りである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年12月31日)

(1）１株当たり四半期純利益 48円10銭 62円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 3,311 4,119

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
3,311 4,119

普通株式の期中平均株式数（千株） 68,842 65,940

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 42円03銭 54円15銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 9,938 10,144

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

　（注）役員に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式は、１株当たり四半期純利益及び潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている（当第

３四半期連結累計期間150千株）。

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

 

２【その他】

　2022年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議した。

　（イ）配当金の総額                 　　　　　　1,380百万円

　（ロ）１株当たりの金額                            21円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日    2022年12月１日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行った。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月７日

文化シヤッター株式会社

取締役会　御中

 

東陽監査法人

東京事務所

 

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 早﨑　信

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平井　肇

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている文化シヤッター

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、文化シヤッター株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管している。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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